
災害時の公的セーフティーネット

「なりわい再建支援補助金」をご存知ですか？

自然災害に被災した事業者の、施設・設備復旧等の費用を補助する制度です｡ ※

※すべての自然災害等で補助が行われるわけではありません。

建物の屋根や
外壁が破損

機械装置が
故障

復旧費用
2,500万円

復旧費用の３/４の7,500万円を補助金受給し、活用

なりわい補助金
(補助率3/4以内)
7,500万円

復旧費用
7,500万円

施設復旧
・

設備修理
に

１億円が
必要

自己負担
(1/4以上)
2,500万円

なりわい
補助金
の活用

直近の「なりわい再建支援補助金」の公募事例

年度 災害名 主な被災地

2024年
令和6年
能登半島地震

石川県･富山県･新潟県･福井県

2024年
令和6年
奥能登豪雨

石川県

「なりわい再建支援補助金」の活用イメージ
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●この情報をお届けしたのは

「なりわい再建支援補助金」の利用には
事業継続力強化計画等の策定が必須となる場合があります※1

中小企業
小規模事業者

経済產業大臣
（地方経済産業局）

①申請

②認定

事業継続力強化計画認定制度について

中小企業が策定した防災・減災の事前対策に関する計画を、
経済産業大臣が「事業継続力強化計画」として認定する制度

認定取得による４つのメリット

三井住友海上あいおい生命は上記制度の認定取得をお手伝いします！
2019年の事業継続力強化計画認定制度発足以来、約5,000社※3の
お客さまの認定支援を実施しています。※3 2025年3月末累計

※1出典元：中小企業庁「事業継続力強化計画制度の概要」

※2出典元：令和6年能登半島地震等 石川県なりわい再建補助金

令和６年石川県の場合※2

なお、中小企業強靭化法に基づく、事業継続力強化計画に限らず、都道府県が定める
BCP計画や企業独自で策定するBCP計画でも可とします。

②防災・減災設備導入の税制優遇

③低利融資､信用枠拡大等の金融支援 ④補助金採択時の加点措置

計画の推進体制
（経営層のコミットメント）
訓練実施、計画の見直し等、
取組みの実効性を確保する
取組み

ヒト、モノ、カネ、情報を
災害から守るための
具体的な対策

発災時の初動対応手順
（安否確認、被害の確
認・発信手順等）

①中小企業庁ＨＰへ企業名公表、ロゴマーク使用可能
①認定事業者によるロゴマーク使用

〒631­0061奈良市三碓２丁目２­１３
株式会社　ワイズ保険事務所
TEL：0742­45­8626

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/download/keizokuryoku/tebiki_gaiyo.pdf
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/keieishien/documents/0_nariwai_overview.pdf

